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桑名市六華苑管理運営業務委託 仕様書 

 

第１ 総則 

１ 目的 

本仕様書は、六華苑（旧諸戸清六邸）を管理するうえで、必要な管理運営業務（以下「本業務」という。）

の委託契約の内容及び履行方法について定めることを目的とする。 

 

２ 公共性の趣旨の尊重 

  受注者は、六華苑の設置目的及び本業務の実施にあたって求められる公共性を十分に理解し、その趣旨

を尊重するものとする。 

 

３ 施設の意義及び説明責任 

  桑名市（以下「市」という。）及び受注者は、六華苑が市民の文化及び教養の向上並びに、広域的な交

流ネットワークの推進を目的に設置したものであることを踏まえ、利用者をはじめとした市民ニーズの把

握及びこれを十分に反映した施設運営ができるように努める。そして、六華苑が桑名市の観光のシンボル

的な施設であり、市内外から多くの来苑者を迎える場所であることを鑑み、六華苑だけでなく幅広く市全

体の情報発信を行う場とする。それとともに、施設の管理運営について透明性の確保を図り、説明責任を

果たすものとする。 

 

４ 管理物件 

（１）管理施設は次のとおりとし、その他内容については、別に定める各施設の特記仕様書を参照すること。 

  ア 名称    六華苑（旧諸戸清六邸） 

           

  イ 所在地   桑名市大字桑名663番地5 

           

（２）管理物品は、市の備品台帳に登録がある施設の備品（以下「市の備品」という。）のとおりとする。 

 

５ 委託期間 

契約締結の日から令和１０年３月３１日まで 

 

６ 法令等の遵守 

受注者は、本業務を遂行するにおいて、次に掲げる条例・規則を始め地方自治法ほか関係する法令等を

遵守しなければならない。なお、委託期間中にこれら法令等に改正があった場合は、改正された内容に基

づくものとする。 

（１）桑名市六華苑条例 

（２）桑名市六華苑条例施行規則 
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第２ 本業務の範囲 

１ 本業務の範囲 

（１）本業務の範囲は特に本仕様書で定める業務のほか、次のとおりとし、その内容については、別に定め

る各施設の特記仕様書を参照するものとする。 

ア 六華苑の運営全般に関する業務 

イ 六華苑の管理全般に関する業務 

ウ 六華苑の施設及び設備の維持管理全般に関する業務 

エ その他市が必要と認める業務 

 

２ 市が行う業務の範囲 

（１）次の業務については、市が自らの責任と費用において実施するものとする。 

 ア 施設の利用許可に関すること 

  イ 施設の改修、増築、移設業務 

 ウ 施設の１件100万円（消費税及び地方消費税含む）以上の修繕業務 

 エ 施設の目的外使用許可に関すること 

  オ その他市が必要と認める業務 

（２）受注者は、市が行う業務について、その実施のために協力しなければならない。 

 

３ 業務内容の変更等 

  本契約の内容について、特段の事情により変更等をしなければならない場合、市及び受注者は、誠実に

協議のうえ、定めるものとする。 

 

４ リスク分担 

期間内における主なリスクについては、別紙１「リスク分担表」を前提とし、それに記載のない事項に

関する対応については、市と受注者が別途協議のうえ定めるものとする。 

 

第３ 本業務の実施 

１ 開業準備と業務引継ぎ 

（１）受注者は、契約開始日に先立ち、業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要な研修等を行う

こと。また、本業務を遂行するために許認可が必要となる場合は、受注者の責任及び費用において取得

すること。なお、必要と認める場合には、契約開始日に先立ち、管理施設の視察を申し出ることができ

る。 

（２）業務の開始にあたっては、現に施設を利用している利用者、利用団体等の利用の継続性を妨げないよ

う配慮すること。 

（３）受注者は、契約期間終了時に、市または市が指定する者に対し円滑かつ支障なく本業務を遂行できる

よう、引継ぎを行うこと。 
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（４）受注者は契約期間の終了までに、契約開始日を基準として管理物件を原状に回復し、市に対して管理

物件を明け渡さなければならない。ただし、市が認めた場合には、管理物件の原状回復を行わず、別途

市が定める状態で管理物件を明け渡すことができるものとする。 

 

２ 施設の運営 

（１）利用受付等業務 

ア 利用の受付、利用調整に関すること 

イ 利用者への施設の利用相談、利用支援に関すること 

（２）利用者から徴収した使用料に関する帳簿作成と管理に関すること 

（３）自主事業の計画、実施に関すること 

  自主事業の実施にあたっては、市の事前承認を得なければならない。 

（４）広報・ＰＲ、情報提供に関すること 

（５）事業計画、事業報告及び利用統計に関すること 

（６）その他施設の庶務事務 

 

３ 施設・設備の管理 

（１）受注者は、施設を常に良好な状態に保ち、財産の保全と利用者及び職員の安全確保を図らなければな

らない。このため、建物及び設備について、関係法令に従い保守点検を行うほか、施設の破損及び汚損

に対する予防保全に努め、日常の点検を行うものとする。 

（２）施設に不具合を発見した際には、速やかに市に報告するものとし、施設の運営に支障をきたさないよ

う直ちに保全措置をし、その結果について市に報告すること。 

（３）受注者は、法定点検を適切に行うほか、設備の予防保全に努め、外観点検、機能点検、機器整備業務

等を行うこと。その際に、必要な消耗品等の更新についても、受注者の負担により１件100万円未満（消

費税及び地方消費税を含む）のものは随時行うこと。また、点検結果及び正常に機能しない際の対応等

について、適切に記録を残すこと。 

（４）受注者は、本業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に努めるとと

もに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理に努めること。 

 

４ 備品及び消耗品の管理 

（１）市は、市の備品を、無償で受注者に貸与する。 

（２）受注者は、期間中、市の備品を常に良好な状態に保たなければならない。 

（３）受注者は、期間中、市の備品を本業務遂行のためにのみ使用するものとし、第三者に権利を譲渡し、

または施設での利用以外の目的で貸与してはならない。 

（４）市の備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、市は受注者と協議

のうえ、必要に応じて当該備品の廃棄、備品の調達を行うものとする。 

（５）受注者は、故意または過失により市の備品を毀損滅失した時は、市との協議により、必要に応じて市



4 

 

に対しこれを弁償または自己の負担で当該物と同等の機能及び価値を有するものを調達しなければなら

ない。 

（６）本業務遂行に必要な備品及び消耗品は、受注者の負担において調達すること。また、六華苑の事務所

内等で使用する事務機器等の設備及び消耗品も、必要に応じて受注者の負担において調達すること。 

（７）受注者が自己の負担により任意に調達した備品については、受注者に帰属するものとし、市の備品台

帳とは別に管理することとする。 

 

５ 緊急時等の対応 

  受注者は、防災、防犯及び事故等を予防し、被害を最小限に抑えるために必要な備えをすること。 

（１）緊急時への備え 

ア 災害、事件、事故、急病等の緊急事態に備え、あらかじめ緊急時対応マニュアルを作成し、市に提

出すること。 

イ 作成した緊急時対応マニュアルに沿って職員への必要な訓練を定期的に行うこと。 

ウ 防火管理者を選任した上で消防計画書を作成し、所轄の消防署に届出を行うこと。 

（２）事故・急病・けが等発生時の対応 

ア 事故等が発生した場合は、警察や消防に連絡するなど適切に対応し、市に対して速やかに報告する

こと。 

イ 利用者等の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と連携し、緊急時には的確な対

応を行うこと。 

ウ 利用者等が死亡、重傷等の重大な事案が起こった場合は、ただちに市にその旨を連絡すること。 

エ 受注者は、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を導入し、適切な管理及び職員への十分な操作研修を行

うこと。 

（３）災害発生時の対応 

   受注者は、災害等が発生した場合には、市の指示に従い、適切な対応をとること。 

  ア 台風等による気象警報発令時及び災害時において、受注者は臨時対応すること。対応については、

市に指示を求め、その指示に従うこと。 

  イ 台風等の大雨、暴風、高潮等による被害のおそれがある時は、市と相談のうえ、利用者等の安全確

保と建物の維持のため、必要な措置をとること。 

  ウ 暴風雨等で施設周辺に六華苑の所有物が飛散しないよう配慮し、万一飛散した場合には、近隣の者

に誠意をもって対応すること。 

エ 受注者は、行政機関において災害対策本部等が設置された場合は、その指示に従うとともに、行政

機関と協力し災害対応に協力すること。また、その他、桑名市地域防災計画に基づく災害時の使用

を妨げてはならない。 

オ 降雪時は、除雪や凍結防止作業を行い、利用者の安全及び利便性確保と建物の維持に努めること。 

（４）保険加入業務 

受注者は、施設での事故等に対応するための保険に加入し、事故等が発生した場合に適切に対処する
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こと。 

ア 受注者の責めに帰すべき事由により、施設（市）や第三者に損害を与えた場合は、受注者において

その損害を賠償すること。 

イ 受注者は損害保険会社により提供されている施設賠償責任保険に加入し、当該保険金により損害賠

償責任に対応するものとする。保険額は対人補償１億円以上を標準とする。 

 

６ 個人情報保護、守秘義務の確認 

（１）受注者は、本業務を処理するための個人情報の取扱については、個人情報の保護に関する法律及び桑

名市個人情報保護条例の規定に従い、別紙２「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

（２）受注者は、本業務の実施により知り得た秘密及び市の行政事務等で一般に公開されていない情報を外

部へ漏らし、または他の目的に使用してはならない。 

（３）受注者は、本業務の一部を第三者に委託し、または請け負わせる場合、その委託先または請負先に対

しても、その業務にあたり本項の規定を遵守する必要があることを周知しなくてはならない。 

 

７ 情報公開 

受注者は、本業務に関することについて、市の情報公開に関する条例に準じ、情報公開に応じなければ

ならない。 

 

８ 業務を実施するにあたっての注意事項 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

（１）第三者による実施 

ア 本業務の全部または主たる部分を一括して第三者に委任し、または請け負わせてはならない。ただ

し、あらかじめ、市の承諾を得た場合は、この限りではない。本業務の一部を再委託する場合は、

事前に市の承認を受けること。 

イ 上記アにより、本業務を再委託するときは、受注者は、本業務の実施に関する市の条例・規則等

の関係規程を準用し、市の指示に従い実施すること。 

（２）市施策への協力、関連施設・機関等との連携 

ア 市が主催または実施する事業に対して協力の依頼があった場合は、業務に支障のない範囲で最大限

の協力をすること。 

イ 市内にある他の市民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

ウ 市内に所在する文化団体等と連携を図り、桑名市の文化振興に図ること。 

エ 施設利用で需要のあるブライダル関連の企業や隣接するレストランと連携し、六華苑の魅力を活か

した事業運営を図ること。 

オ 受注者は、市が出席を要請した会議等には、出席をすること。また、適宜、連絡調整会議を開催す

るなどにより、関係機関との連絡調整を図ること。 

カ 書類・荷物等の授受について、市と受注者において円滑にやり取りができるよう、おおむね週１回
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以上、適宜、市の担当課へ出向くこと。  

（３）意見・要望への対応  

ア 投書箱その他の方法により利用者から寄せられる意見・要望に十分応えることのできる体制を整え

ること。 

イ 利用者アンケート及びその他の方法により地域や利用者のニーズを把握し、市への報告を行うこと

とし、利用者サービスの向上に努めること。 

ウ 地域住民の意向、ニーズを把握し、これを十分に踏まえるとともに、市内公的施設や関係団体との

連携に努め、地域住民の主体的な活動を支援すること。 

エ 利用状況等の動向を分析し、必要な運営の見直しを行うなどにより、利用者数の拡大や稼働率の向

上等、施設の利用促進を図ること。 

（４）その他 

ア 受注者が施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、市と協議を行うこと。各種規定等が

ない場合は、市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

イ 施設の管理に関する文書類は、原則保存期間５年とすること。なお、契約期間が満了し、または契

約が取り消されたときは、文書類の管理について市の指示に従うものとする。 

ウ 他の地方公共団体の職員等による視察、見学については、市と協力して受注者が対応すること。 

 

第４ 業務の実施計画及び実施状況の確認 

１ 業務の調査等 

（１）市は、委託期間中において必要と認める場合には、受注者に対し業務の遂行に関して報告を求め、ま

たは、施設、物品、各種帳簿等の検査を行うための施設への立ち入りができるものとする。また、その

報告内容、検査の結果に基づき、受注者が遂行している業務に改善が必要と市が認める場合は、業務改

善の指示ができるものとする。 

（２）受注者は、市から上記（１）の報告、検査のための施設への立ち入りを求められた場合、その求めに

応じなければならない。 

 

２ 事業計画及び報告等 

（１）事業計画書等 

ア 受注者は、事業開始前に、契約期間における事業計画書及び収支計画書を作成し、市に提出する。 

イ 作成にあたっては、内容等について市と協議のうえ、市の承認を得ること。 

ウ 内容を変更する必要が生じた場合は、市と協議のうえ修正し、再提出すること。 

（２）事業報告書等 

受注者は、次に示す事項を記載した事業報告書及び収支決算書を作成し、契約期間終了後１ヶ月以内

に、市に提出しなければならない。 

  ア 本業務の実施状況及び利用状況 

  イ 使用料の収入実績 
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  ウ 施設の管理運営経費の収支状況 

 エ 物販、催事等の自主事業の実施状況 

 オ 施設の保全状況（修繕実施状況を含む）、保守点検結果 

 カ その他必要な事項 

（３）業務報告書（月次報告書） 

受注者は、日常または定期的に行う本業務の実施状況等について、業務日誌に記録し、翌月末日まで

に業務報告書を市に提出する。 

業務報告書の主な内容は、次に示す事項とし、記載する内容は、必要に応じて市と調整を図ること。 

 ア 本業務の実施状況及び利用状況 

 イ 使用料の収入実績 

 ウ 施設の管理運営経費の収支状況 

  エ 物販、催事等の自主事業の実施状況 

 オ 施設の保全状況（修繕実施状況を含む）、保守点検結果 

  カ 使用者の意見、要望、苦情等の件数と内容 

  キ 建物・設備の状況、事故等 

  ク 入苑（来所）者数、利用者数、使用料統計表（日別、月別等） 

ケ その他必要な事項 

 

３ 業務の評価、点検等 

（１）自己評価 

受注者は、自らの管理運営の状況が、利用者のニーズに合致したものとなっているか確認するため、

本業務の遂行について利用者アンケート等を実施し、利用者からの意見・要望に基づき、年１回以上、

自己評価を行わなければならない。 

受注者は、自己評価の結果必要があると認められる場合、市と協議のうえ業務の改善策を検討すると

ともに、速やかに実行しなければならない。 

受注者は、自己評価の結果及びこれによる業務改善の結果を、毎年度終了後２ヶ月以内に市へ報告し

なければならない。 

（２）モニタリング 

ア 市は、事業計画書等又は契約書に基づいて受注者が本業務を適正に執行していることを確認するた

め、業務報告書等の書面閲覧のほか、次に掲げる内容についての実地調査、ヒアリング等によりモ

ニタリングを行うものとする。 

（ア）運営体制 

（イ）施設の管理状況、修繕の実施状況、備品管理状況 

（ウ）広報広聴、ニーズ対応の状況 

（エ）自主事業実施状況等 

イ モニタリングの結果、受注者による業務実施内容が必要な条件を満たしていない場合、市は受注者
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に対して業務の改善を指示するものとする。受注者は、改善指示を受けた場合、市に対して改善策

を提示するとともに、速やかに実行し、その結果を報告しなければならない。 

（３）市の指示に従わない、または指示によっても業務内容に改善が見られないと認めた場合、その他受注

者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、契約を取消し、若しくは期間を定めて管理

の業務の全部または一部の停止を命ずることがある。 

 

第５ 経費に関する事項 

１ 受注者の収入と支出 

（１）入苑料・施設使用料・物販の収益は市の収入とする。 

（２）受注者の収入は、市が支払う委託料及び受注者が新規に企画・実施するイベント等の自主事業の収益

とする。 

（３）受注者は、委託料について適正に管理するものとする。 

（４）委託料の支払い時期、方法等は、市と受注者が協議のうえ別途定めるものとする。 

（５）委託料は、次に掲げる場合を除き増額は行わない。 

ア 市の事由による経費増大や、想定できない特殊な要因が認められる場合 

イ 市が収入した受注者にとって有利なインセンティブ相当額について、市が認めた場合 

（６）受注者の支出として、人件費、事務費、管理費（光熱水費、通信費、保守管理経費等）、事業費、公租

公課費等が見込まれる。 

（７）市は、年間50枚まで招待券を発行できる。発行にあたっては、その都度枚数や配布先を受注者に連絡

するものとする。 

（８）小破修繕については、受注者が修繕費を負担するものとし、１件100万円（消費税及び地方消費税含

む）未満を対象とする。なお、一年度内における修繕費の上限は200万円（税込）とし、上限を超えた

場合は市と協議する。 

（９）受注者が契約期間外に係る使用料を収受した場合は、市または市が指定する者に対し円滑に引継ぎを

行うものとする。 

 

第６ その他 

１ 疑義についての協議 

本仕様書及び特記仕様書に定めの無い事項またはその記載事項の解釈に疑義が生じた場合は、市と協議

し決定すること。 


